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ら増加傾向にあり、平成 14（2002）年には 285 万 4061 件にまで達したが、平
成 15（2003）年以降は減少に転じている。平成 30（2018）年には 81 万 7338









刑法犯により検挙された人のうち、再犯者 5 の人員及び再犯者率 6 を見てみ
ると、再犯者率は平成 9（1997）年以降一貫して上昇し続け、平成 30（2018）
年は平成期で も高い 48.8％であった。初犯者の人員は平成 16（2004）年（25
万 30 人）をピークとしてその後は減少し続けている。再犯者の人員は平成 18
（2006）年（14 万 9,164 人）をピークとしてその後は漸減状態にあり、平成









平成 10（1998）年・20（2008）年・30（2018）年の男性入所受刑者 8 の就
労状況別構成比を見ると、初入者 9 と比べて再入者 10 の方が無職者の占める割
合が高く、いずれの年でも同様の傾向が認められる。平成 30（2018）年、平成
20（2008）年、平成 10（1998）年の順に無職者の占める比率が高く、平成 30






























職業講話等を在所中の就労支援対象者 13 に実施している。 

































いるものの、平成 31（2019）年には 945 社であった（図表 7）。「宣言：犯罪に







































9 か月以内及び 1 年以内に離職した人の合計が 23.9%であり、協力雇用主の下
で就労しても短期間で離職してしまうケースが多いことがわかる（図表 8）26。 
 































図表 10 厚生労働省による調査における調査先 
ハローワーク名 ナビゲーター駐在先  事業所 
ハローワーク長野 長野刑務所 A 社 建設業、電気工事業 
ハローワーク堺 大阪刑務所 B 社 運送業 
ハローワーク明石 神戸刑務所 
C 社 一般土木建築工事業 
D 社 土木工事業 





























計した結果である。株式会社は 20～49 人、有限会社は 5～19 人の規模が も


































「3 か月以内」が 16.5%、「半年以内」が 19.7%、「1 年以内」が 15.7%、「3 年以
内」が 13.8%となっており、この４つの期間を挙げる協力雇用主が多い。また、
累計の構成比を見ると、「1 か月以内」で 10.0%、「3 か月以内」で 26.5%、「半













































図表 16 業種 
業種 事業所数 
機械・メカ  3 
運送  3 
土木・建築  2 
飲食  1 
サービス  1 
介護・介助  1 
人材派遣  1 
計 12 
 
図表 17 従業員規模 
従業員数 事業所数 
   ～50  6 
  51～100  3 
 101～500  2 




















































図表 19 社内の理解 
社内の理解 件数 
皆に周知した  1 
一部の関係者のみが承知している（※） 11 















度、あるいはそれ以前、つまり 3 年以上前に雇用したとする事業所が 6 事業所




図表 21 刑務所出所者等の採用状況 
刑務所出所者等の採用実績 件数 
平成 28（2016）年度、あるいはそれ以前に採用実績あり 6 




































































図表 23 選考基準の例 
【一般的な選考基準】 


























図表 24 採用に当たって利用した制度 
制 度 名 件数 
刑務所出所者等就労奨励金 就労・職場定着奨励金 46 8 
刑務所出所者等就労奨励金 就労継続奨励金 47 6 
身元保証制度 48 4 
トライアル雇用制度 49 5 
職場体験講習 50 0 
事業所見学会 51 1 
その他 2 




























行っている。図表 25 に示すのは、その一例である。 
 









  利用料：a)他の社員と同様に、家賃（5～6 万円）を給与天引きする。 












1 週間当たり 1 万円まで貸し付ける。 
・過去の債務の清算・整理 
  例：a）事業所で契約している司法書士等に協力してもらう。 
       b）事業所で借金を立て替えて、給与天引きする。 
・自立支援手当の支給 


















































































































































































































































































































































































































































2 法務省矯正研修所にて令和元（2019）年 10 月 18 日に開催された。 
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業主に対して 長 6 か月間、月額 大 8 万円が支払われる。奨励金の支給には、
対象者に対して行った指導や助言の状況について、保護観察所に毎月報告する必
要がある。 
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で、対象者がその仕事に向いているかどうかを見極めて、正規雇用へ移行するきっ







した事業主に 大 2 万 4 千円の講習委託費が支払われる。 
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